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研究成果の概要（和文）：牧畜資源利用の社会ネットワークは、親族関係を中心に構成されており、国際開発援助によ
るコミュニティに基づく自然資源管理プロジェクトの牧民グループでも、近しい親族を中心に組織される傾向がつよい
。牧民グループは、外部への排他性を強化する。その結果、災害時の長距離移動を支えてきた生存維持倫理による社会
ネットワークが切断されている。それは、「明確な境界」というオストロムのコモンズ設計基準の論理が、ハーディン
の「共有地の悲劇」ジレンマ解決の私有化と同じく、「外部コストの内部化」によって成り立っているからであり、コ
ミュニティに基づく自然資源管理プロジェクトを、牧地の「私有化」政策と同等なものにしている。

研究成果の概要（英文）：Social networks of pastoral resource use in Mongolia mainly consist of kinship. Mo
st herder groups established by "Community based natural resource management" (CBNRM) projects consists of
 close kin, too. Those herder groups are likely to increase exclusionary attitude of the members towards o
utsiders. This leads to weakening and abolishing social networks of existential ethics, which have support
ed long movements of herders in case of harsh weather.
The logic of "clearly defined boundaries," the first one of Ostrom's design principles and applied as a bl
ueprint to CBNRM projects in Mongolia, is the same as that of privatization presented by Hardin as a solut
ion of "Tragedy of the Commons" dilemma. "Clearly defining boundaries" is deemed as a prerequisite to inte
rnalize external cost. This logic makes CBNRM approach to be a substitute for privatization of pastureland
 in the context of pastoralism in post-socialist Mongolia.
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１．研究開始当初の背景 
(1)現在、モンゴル国の牧畜部門における国際
援助プロジェクトは、「コミュニティ」や「コ
モンズ」といった概念を所与とする「コミュ
ニティを基盤とした自然資源管理」モデルに
拠って、牧地に対する所有的権利を設定しよ
うとしている。 
 
(2) 本研究に先行する基盤研究(C)「ポスト
社会主義のモンゴル国における牧畜経営と
国際開発援助」（研究代表：上村明）、コア
メンバーとして参加した総合地球環境学研
究所 多様性領域プログラム 研究プロジェ
クト「人間活動下の生態系ネットワークの崩
壊と再生」(代表：山村則男) では、220 以上
の牧畜民世帯や行政に対するアンケート調
査と聞き取り調査を実施し、牧畜経営や牧地
利用の実態、牧地所有に対する意識を調査し
てきた。その過程で、「コミュニティ」や「コ
モンズ」といった概念の有効性を検証するた
めには、比較的長期の民族誌的調査が必要で
あると強く感じるようになっていた。 
 
(3)モンゴル国で行われている牧畜部門最大
の国際援助プロジェクトである「グリーン・
ゴールド」（スイス開発協力庁）が、ホブド
県ドート郡で 2008 年から実施されることに
なった。この郡は、1993 年から研究代表者
が調査地としており、ほぼ全世帯に対するア
ンケート調査も 2008 年冬に実施していた。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、コミュニティが、物とサービス
で媒介された社会的関係の網全体の一部で
あり、それが特定の条件下で実体として認識
されたものであることを、社会的ネットワー
ク論の概念を援用しながら、モンゴル国の牧
畜における資源利用の民族誌的調査によっ
て証明することを目指す。 
 
(2)それによって、上記モデルをプロジェクト
の実施現場における実例で批判し、「コミュ
ニティ」や「コモンズ」といった概念を解体
しようとする。 
 
３．研究の方法 
つぎのような調査と分析を行なった。 
(1)首都ウランバートルでの、農牧省、土地管
理局などの政府レベルの機関、国際援助ドナ
ー機関での聞き取り調査、 
 
(2)プロジェクト文書、統計資料の分析、 
 
(3)モンゴル国の牧畜地域における参与観察
と聞き取り調査、アンケート調査。 
①調査地は、ホブド県ドート郡、バヤンウル
ギー県ボルガン郡、トゥブ県エルデネ郡、ウ
ムヌゴビ県ハンホンゴル郡、ボルガン県であ
る。とくに、1993 年から調査を行なってい
るホブド県ドート郡を中心とした。 

②調査の内容は、親族関係、牧地や営地の共
同利用の関係、家畜の預託を通じた関係、移
動における交渉、プロジェクトの実施が行な
われている調査地では、プロジェクトによっ
てそれら既存の関係がどのように断ち切ら
れていくか、また既存の関係を基礎としてど
のような新しい関係が構築されていくかで
ある。 
 
４．研究成果 
(1) アンケート調査の分析と聞き取り調査
から、調査地の牧畜資源利用の社会ネットワ
ークは、親族関係を中心に構成されており、
国際開発援助機関による「コミュニティに基
づく自然資源管理」プロジェクトの牧民グル
ープも、近しい親族を中心に組織される傾向
がつよいことが、明らかになった。これは、
ネグデルの解体と市場経済化によって、親族
関係以外の社会ネットワークが溶解してし
まった結果といえる。とくに、地域の牧民間
の相互信頼が失われており、国際開発援助プ
ロジェクトの受益者もプロジェクト関係者
の親族に集中する傾向がある。 
 
(2)しかし、地域の互酬的な協力関係におい
てもっとも典型的といえる、ほかの牧民が近
隣に移動してきた際にゲルを建てるのを手
伝うなどの協力関係では、近隣の牧民が協力
しあう習慣がまだ機能している。そのような
近隣の互酬的ネットワークが存在しない都
市周辺の地域では、都市に住む子弟を呼び寄
せるなど親族関係に頼っている。このような
関係に金銭的報酬が介在することは、現在の
ところ、ほとんど見られない。また、このよ
うな地域の協力を支える互酬倫理も失われ
ていない。 
 
(3)地域を越えた長距離の社会ネットワーク
を必要とする、災害時などの長距離移動につ
いては、牧民が構築する個人的な社会ネット
ワークが機能するケースがおおく見られた。
それとともに、社会主義時代からの実践も引
き継がれている場合もある。例えば、トゥブ
県エルデネ郡で見られた、社会主義時代から
のオトル用地への秋や災害時の移動であり、
ホブド県ドート郡で見られた春に西隣りの
バヤンウルギー県ボルガン郡に移動する実
践である。 
個人的な社会ネットワークが構築されてい
ない場合、また社会主義時代からの実践にお
ける、行政の役割の重要性も明らかになった。
行政間が取り結ぶ広域的な協定によって、社
会主義時代の実践や生存維持倫理的社会ネ
ットワークが裏書されているのである。 
 
(4)季節移動以外のオトルと呼ばれている機
会主義的移動は、全体から見ると減っている
が、季節移動そのものが、移動コストを抑え
るオトル移動とおなじ戦術をとるようにな
っている。つまり、定住地に本拠地をおき妻



や子供が住み、夫など働き手だけが小型のゲ
ルで遊牧をする世帯が一般的に見られる。こ
れは、ガソリン代などの移動コストを減らし、
かつ定住地の社会的サービスを享受するた
めの戦術である。また、ゲルを小型化し運搬
する荷物を最小限に減らすだけでなく、燃費
のよい中・小型のトラックを自家所有し、機
動的に移動する傾向もつよまっている。この
ような現象を、移動の「オトル化」と呼んだ。 
 
(5)国際開発援助機関プロジェクトの牧民グ
ループは、上に述べたように、親族関係を中
心に設立される傾向がつよいだけでなく、牧
畜紛争裁定など、牧畜に関して生ずる行政コ
ストを減らしたい地方政府の思惑とむすび
ついて、外部への排他的傾向が強化されてい
ることが明らかになった。牧民グループが、
外部の牧民とその家畜を、その行政領域内に
入れない役目を負わされているのである。と
くに、都市周辺に作られた牧民グループは、
その傾向がつよい。その結果、これまでの災
害時などの長距離移動を支えてきた、生存維
持倫理的社会ネットワークが切断されてい
る。 
また、牧民やプロジェクト・スタッフへの聞
き取り調査によって、プロジェクトの牧地保
有のスキームを利用して、一部の影響力のあ
る牧民が、条件のよい牧地や広い牧地を占有
してしまう例が数多くあることも明らかに
なった。 
ウムヌゴビ県では、牧民への聞き取り調査に
よって、保有された冬営地がその周辺の牧地
とともに、土地法による土地用途の変更手続
きを経ずに、鉱山会社に売却されていること
が明らかになった。 
 
(6) 一般に、「コミュニティに基づく自然資
源管理」プロジェクトは、ハーディンの「共
有地の悲劇」ジレンマ解決手段としての私有
化政策への批判から生まれたと考えられて
いる。しかし、モンゴル国の「コミュニティ
に基づく自然資源管理」プロジェクトは、牧
地の「私有化」政策と同等なものか、それへ
の中間的なステップになっている。これらの
プロジェクトは、牧地の私有化と同様、モン
ゴル国の牧畜の生産性を高めるための、長距
離移動や機会主義的移動の基盤となる広域
の協力関係、さらには地域の協力関係の構築
も阻害している場合がおおい。 
 
(7)その根本的な理由は、牧民グループを組
織する際の「明確な境界」というオストロム
のコモンズ設計基準の論理そのものに求め
ることができる。その論理は、ハーディンの
「共有地の悲劇」ジレンマ解決としての私有
化と同じく、新制度派経済学的な「外部コス
トの内部化」の論理である。これが、1990 年
以降の新自由主義的な風潮や酪農経営への
移行を目指す政策と結びついて、モンゴル国
の牧畜生産力にネガティブに作用する、牧民

グループの排他的傾向を強化しているので
ある。 
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